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要　約
知識基盤社会において、公教育としての学校はどうあればよいのか。その方向性を探
るに当たり、まず国の方向性や学習指導要領について確認した。その上で、高校現場から
の新たな取り組みの事例を検証した。これらの高校は共通して「特別活動」や「総合的
な学習の時間」によって、生徒が主体的に地域社会や大人とのつながりを持ち、協働し
て課題解決等に取り組む自立的活動の場を創っていた。それにより、生徒たちは社会や
人とつながることに肯定的になり、自己の生き方や社会の在り方を見つめるようになっ
ていた。
このような学びのベースを育むことが、これからの学校にとって非常に重要であると
同時に、「特別活動」や「総合的な学習の時間」を土台とした社会とつながる学校づくり
の価値を提案した。
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はじめに
現代社会は、地球環境の悪化、政治経済の閉塞感、格差と貧困、人間関係の希薄化など、地球
規模の深刻な課題に直面している。それらは連動し、かつ日々急速に進化し続ける科学技術や大
量に行きかう情報によっても常に変化し続けている。現代社会においては、常に変動し確実な解
を持たない、喫緊で大規模な課題が山積しているのである。
そのような社会においては、様々な課題に常に参加し、他者とともに考え合いながら、持続可能
性を意識した最善解を導き、実行していけるような真の市民を育てることが必要であり、次代を
担う子どもたちに対する教育は、今まさに確実な、しかも早急な転換を迫られている。公教育と
しての学校の方向性は、これからの国や世界の未来を創る要である。大人、とりわけ子どもたち
の教育に公的に携わる学校の教員や、その教員を育て支援する教員養成系の大学及び大学院は、
強くそのことを意識しなければならないだろう。
但し、表面的に教育の方向性を変えたとしても、子どもたちや若い世代は、この社会に対する
危機感に向き合おうとはしないだろう。脱社会化の傾向の中、まず必要なことは、自ら社会や人
に向き合おうとすること、そして問題意識や使命感を持つためのベースを耕すことであろう。そ
のために、学校は何を目指し、どのように変わって行かなければならないのだろうか。
本論の目的は、各地の高校で起こりつつある新たな取り組みを検討、考察することを通し、こ
れからの学校の在り方や方向性を提案することである。
そのため、本論では、１章でまず国の教育改革の指針などについて確認する。２章では、高校
における取り組み事例を検討し、３章では２章の取り組みの基盤となる「特別活動」と「総合的
な学習の時間」について確認する。それらを踏まえて、最後に、これからの学校の在り方や方向
性を考察し、提案する。
１．国による教育改革の方向性と現状
1996年（平成８年）７月の中央教育審議会答申、「21世紀を展望した我が国の教育の在り方に
ついて」では、「変化の激しい社会を担う子どもたちに必要な力は、基礎・基本を確実に身に付
け、いかに社会が変化しようと、自ら課題を見つけ自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動
し、よりよく問題を解決する資質や能力、自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いや
る心や感動する心などの豊かな人間性、たくましく生きるための健康や体力などの『生きる力」
である』と提言された。2009年（平成21年、小・中学校は平成20年）公示の学習指導要領の基
本方針においても、「生きる力」という理念は、知識基盤社会の時代においてますます重要となっ
ていることを強調している。
しかし、2009年の新学習指導要領改訂については、内容の増大や授業時数の増加などから、ま
た本改訂の趣旨に示された「知識基盤社会」という表現の誤読	ⅰから、以前の知識注入型の学力
観の復活と解釈されてしまうことがしばしば見受けられた。変わらぬ教育現場の実態を受け、昨
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年来、明確かつ一層強硬な形で上からの教育改革の波が押し寄せている。2012年８月28日には中
央教育審議会から二つの答申、「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策に
ついて」、「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考え
る力を育成する大学へ～」が示された。教育改革は、国家にとって喫緊の最重要課題の一つとい
う認識に基付き、教育改革の鍵を、小・中・高等学校の教育を担う教員の資質向上と大学教育の
転換に定めたのであろう。その後の政権交代を受け、上述の文部科学省「中央教育審議会」の他、
首相直属の「教育再生実行会議」や自民党内の「教育再生実行本部」等も加わるとともに、経済
界からの強い要請も受け、日本の教育の方向性に対する議論は現場から離れた所で活発に展開さ
れている。
教育改革は、教育行政など所謂上からの改革要請と、学校現場での課題意識がかみ合った時、
一気に進行するだろう。小学校現場では比較的浸透している新学力観への転換も、高校現場にお
いては立ち遅れており、その最大要因はこれまで通りの学力の保障にあると言われている。つま
り高校が抜本的な改革に踏み切れないのは大学受験が変わらないから、と言うことである。その
意味でも、この度の大学教育改革の要請は、進まぬ高校教育改革の後押しにもつながることが期
待される。高校改革は小学校から大学までの一貫した教育改革を推し進める上で、最大の課題で
あり鍵なのである。
そのような中、高校現場からの新しい取り組みも始まってきた。次章では、それらの高校の実
践事例を提示し、それらの価値について言及したい。
２．現場からの挑戦　～高等学校の実践事例から～
前項で述べたように、現場からの高校教育改革は全般的にはほとんど進んでいないが、ある意
味極端な位置にある高校の中に、兆しが見え始めてきている。極端であるということは、一方で
その社会の凝縮でもある。例えば、通常の学校には拒絶感を抱えて登校できなくなる生徒が多く
集まる高校、また課題を抱えた地域や組織にある高校などには、現代の学校や社会に潜む課題が
凝縮している。その課題解決へのプロセスこそがこれからの学校への提案となるのではないだろ
うか。
これから紹介する学校はいずれも、以上のような特徴を持つ高校であるとも言える。
（１）市立高校の挑戦　～「社会に近い、開かれた高校」市立札幌大通高等学校を中心に～
札幌市の市立高校は全部で８校ある。札幌市立高校群は、市立高校としての存在価値を迫られ、
約10年前からそれぞれの高校が特色を持つよう、統廃合や新設も含め、大規模な改革を展開して
いる。その一つ、市立札幌大通高等学校（以下、大通高校と略す）はその改革の一環として、「社
会に近い、開かれた高校」をキャッチフレーズとし、2008年に開校した定時制単位制高校である。
きっかけは市立高校問題ではあるものの、生身の生徒に向き合う教師たちは、上からの改革を
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ある意味追い風とし、独自の取り組みを次々と実現させている。
大通高校には、中学時代まで学校にあまり行かなかった生徒も少なくない。学校に行かなかっ
た、または行けなかった理由は千差万別で一様にまとめられるものではないが、高校進学後、彼
らが登校できている要因を推察することにより、生徒の立場から提案できるこれからの学校の方
向性が見えるのではないだろうか。もちろん、それは簡単に特定することはできないが、既存の
学校に潜む何かが彼らを学校から遠ざけ、大通高校で取り組まれている教育活動が彼らを学校に
引き寄せているのであれば、それを検証する意味は大きいだろう。以下に、大通高校が行ってい
る二つの取り組みに基づき考察する。
１）　教科を貫き社会とつながる学び「ミツバチプロジェクト」
大通高校では数々の新しい取り組みがあるが、その一つ「ミツバチプロジェクト」について取
り上げたい。
「ミツバチプロジェクト」は、校舎の屋上でミツバチの飼育観察と採蜜を行うことから始まる。
その蜜を使った製品を業者とのコラボレーションによって考案・開発し、販売から会計処理まで
を学んでいる。これらの流れは複数の教科・科目を通して行われている。具体的には、蜂の巣箱は
芸術科の工芸において作成され、観察・飼育・採蜜は理科の授業を通して行われる。また、家庭
科の調理と保育の授業では、蜂蜜を利用した調理と試食が隣接する中央幼稚園の園児らとの連携
によって行われている。製品開発やイベントでの販売、会計処理は情報商業科の総合実践によっ
て行われ、開発製品につけるロゴや包装は芸術の書道や美術でデザインされた。さらに、これら
の学びの一部は、学社融合講座として広く市民にも開放されている。このように、ミツバチを通
して、教科を貫き社会とつながる総合的でダイナミックな学びの展開がなされている。なお図①
の写真は、「さっぽろオータムフェスト 2012」において
ハチミツ、ハチミツを使ったマカロンやドレッシング等
の商品を販売している高校生の様子である。
大通高校は、午前部・午後部・夜間部の三部からなる
単位制高校であることから、学校共通の学びを実感しに
くい。大通高校において、「ミツバチプロジェクト」は、
全校を一つの学びでつなげる意味も持っている。
その学びの全行程をつかみ、俯瞰し、校外へも発信す
るという役割も担っているのが、次項で取り上げる生徒
会メディア局によるラジオ番組である。
２）　生徒会メディア局によるラジオ番組「IRODORI～大通つうしん～」の取り組みから
生徒会の一環、外部組織として放送や新聞などのメディア機能を持つ高校は多い。一般的には、
図①　ミツバチプロジェクトにおける
販売活動
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情報提供や生徒会の批判機関として、または娯楽的機能などを中心としているが、それらはあく
まで「校内」に向けたものが主である。しかし、大通高校のメディア局は、「校外」に対して発信
するラジオ番組「IRODORI～大通つうしん～」を持っている。札幌市東区の地域FM局「さっぽ
ろ村ラジオ」、毎週土曜日の夕方１時間枠である。
週に一回の番組「IRODORI～大通つうしん～」は、2010年４月（当初は別の地域FM）から始
まった。パーソナリティはもちろん、放送内容の構想と打ち合わせ、取材、原稿作り、ミキサー
等機器操作までを生徒たちの手によって行っている。この番組には、外部のゲストを招くことも
あり、その打ち合わせも多い。ラジオのリスナーは主として地元の中学生であり、中学時代に番
組を聴いていたスタッフも多い。主な放送内容は、学校行事などの出来事や部活動の大会成績、
そして、前項で取り上げた「ミツバチプロジェクト」の話題である。それらをトークや曲でつな
げて毎週１時間の生番組を作っている。
メディア局員ラジオ番組スタッフの一人、ミキサー担当のＭ君は、もともと機械が好きでこの
活動を始めたのだが、内容を皆で考え、取材などを通じて人と広くかかわり、社会に発信してい
く中で、人とつながり、公の場で何かを伝えていくこと、そして番組を聴いた人たちから評価を
受けることに喜びを感じたと言う。責任を持って社会的な取り組みをすることにより、その価値
を知り充実感を得たのだろう。この経験から、Ｍ君は将来、マスメディア関連の職業に就きたい
と思うようになり、そのためにも大学で社会学を学ぶことを目指し、受験に臨もうとしている。
Ｍ君にとって、大通高校だったからこそできたこれらの活動が、高校に通う楽しさであり価値な
のであろう。
レポーターのＳさん（４年生）は、皆で一つの番組を作る中で生まれるチームワークの価値と、
公共の電波を使うことによって持ちえたプロとしての自覚について言及した。そして、番組で「ミ
ツバチプロジェクト」に関して、養蜂のこと、商品化のこと、パッケージのデザインのことを随
時取り上げて発信していくことで、「ミツバチプロジェクト」の全貌が明確となり自分たちの学び
がつながり、一層深く理解できたと言う。
また、一見クラスメイトのようにＳさんと並んで歩いていたＫさんは、生徒会に所属する３年
生である。Ｋさんは、大通高校には学年の壁がなく、学年の違う者同士が友人であることはよく
あること、それでいて一人で行動することに抵抗のない学校だと言う。社会人としては当たり前
のことではあるが、高校生にとっては、学年の壁や単独行動は大きな問題である。それは、一見、
思春期だからと思われがちだが、実は今の学校システムがそれらの枠組みに沿った行動を促し、
それから外れることを問題視させる要因を持っているのかもしれない。システムにおいても、大
通高校は社会に近いものを取り込んでおり、それによって学校に戻れる高校生も少なくない。
メディア局ラジオ番組に象徴されるように、大通高校は、学校教育において、二つのパラダイ
ムチェンジを果たしている。一つは、大通高校のキャッチフレーズ「社会に近い、開かれた高校」
に象徴されるように、学校が社会とつながっている	ⅱという点である。スタッフの生徒は取材活
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動や交渉などを行うため、同じ土俵で大人と接することも多く、その経験を通して一人の社会人
としての自覚を持つ。現役高校生でありながら、社会人、さらに言えば民主主義における市民と
しての自覚を持つのである。つまり、社会に近いということは、生徒を社会における市民として
尊重し、育てているということでもある。さらに、番組作成と言う目標を共有し協働する生徒同
士のつながりも含め、社会とかかわることや人とつながることに無理なくプラスイメージを持っ
ていく。大通高校にかかわる社会教育学者の杉山晋平氏は、大通高校のこのような側面を、「社会
に近い、開かれた高校」であると同時に「社会に提案する高校」でもあると評する。社会から断
絶された従来の高校と対峙する大通高校、そこに戻って来る生徒が多いということ、そこにこれ
からの学校づくりへの重要な示唆があるのではないだろうか。
そして、もう一つが、生徒が学校の自治運営を行っていること、つまり生徒が学校の作り手で
ありそれが自発性によって展開されていることである。さらにそれらの活動は、教科の学びにも
連結、反映し、授業における学びの主体にも発展する可能性を秘めている。生徒が主体となる学
校への転換において、自らなす活動の価値は大きい。
このような学校をデザインし、実現させているのが、蒲生崇之教諭、平野淳也教諭をはじめと
した教育、そして改革への熱意と力量を持ち合わせた沢山の先生方である。大通高校は、開設か
ら５年間の総括と省察を経て、次なる一歩としてのキャリア教育を構想中である。
３）　他の市立高校の事例から
このように、義務教育ではないため、高校は小・中に比べ、その存続を問われやすく、さらに
地方においては、「県立」高校に比べ、「市立」高校にその危機感は大きい。存在価値を示すこと
が迫られる中、札幌の市立高校では、前述したように、既に10年以上前から抜本的な学校改革が
始まっていた。存続をかけた改革において、小手先ではない近未来の方向性を見極めた改革を実
行することは必至であった。来年度には、中高一貫の教科センター制学校、市立札幌開成中等教
育学校も誕生する。その準備室では現在、探究的な学びを核とした中等教育学校文化の創造に向
け、日々熱い議論と実現に向けた取り組みがなされている。札幌市立高校群の改革は、上からの
改革を超え、現場からの改革として、大きな一歩を踏み出している。
その他、複数の高校を有する市立高校の改革例としては、京都市立堀川高校	ⅲが著名である。一
方、市に唯一の市立高校も多く、それらの高校では一層、市立高校の存在意義を問われている。
そこで展開される改革の好例としては、富士市立高校改革があげられる。
富士市立高等学校は、探究する力、コミュニケーション能力、社会に貢献する意欲などを持っ
た「自律する若者」を育成する高校を目指して、平成23年４月に商業高校から、総合探究科・ビ
ジネス探究科・スポーツ探究科を設置した「探究」を中心に据えた高校として改称再スタートし
た。とりわけ象徴的なのが、「総合的な学習の時間」「究タイム」である。「究タイム」は、３年間
を貫く富士市立高校の教育活動の核であり、探究的な学びの象徴として位置付けられている。例
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えば、２年次の前期単元「市役所プラン」では、環境課、防災課、観光課、健康増進課の４課に
分かれ、自らの活動により富士市の課題に向き合い、地域の方との活動を通して、地域課題の本
質を探り、解決策を練り、提案している。生徒たちは実際に市役所からの辞令を受け「高校生職
員」としてこの活動を行っており、現実に生徒の学びと社会を結び付けているのである。
ある生徒は、「地域社会の課題解決に向け、自分たちが実際に出向いて、生の声を伺うことで、
インターネットだけではわからない問題の本質をつかむことができた。また、そういう本質的な
ことを大人の方から教わる経験を通して、自分たちが、地域の人に支えられてここまで来たこと
を知った。同時に、一緒に取り組むということを通して、人から認められ、自分に自信を持つこ
とができた。」と述懐する。人や社会、そして自分自身に対するプラスのイメージ、大事にしたい
と言う思いは、このような本物の経験を通して、育まれるのであろう。
地域社会に開かれ、社会の一員として大人たちと出会うことが、高校生にとって、自己を肯定
し、社会にも向き合おうとする大きな一歩となることが、市立大通高校や富士市立高校の事例か
ら推察された。
次項では、社会の担い手として、市民として、行動を起こしている事例を通し、さらに掘り下
げてみたい。
（２）過疎と向き合う高校の挑戦
～「むかし倉敷ふれあい祭り」岡山県立林野高等学校を中心に～
上述したように、課題を抱えた地域にある学校も存在価値を迫られる。その高校のある地域が
過疎地域であれば、当然高校生人口も少なくなり定員割れの可能性が高まる。一方で過疎地域に
ある高校は、地域の生命線であり、最後の砦となる。高校が廃校となれば、子どもをもつ若い世
代の定住は見込めず、地域は加速度的に衰退するからである。そのような地域の事情を背負って
いる高校の生徒たちにとって、自分の地域、自分の学校に誇りをもつことは一層難しいことでは
あるが、逆境をプラスに転じている高校がある。その例を岡山県立林野高等学校（以下、林野高
校と略す）の事例に見たい。
全日制課程	普通科単位制高校の林野高校は、岡山県東北部の美作市に位置する。美作市は人口
約３万人、高齢化率が2015年に39％となる予測もある過疎高齢化の地域でもある。しかし、林野
高校がある林野地区は、かつて「倉敷」と呼ばれ、高瀬舟の水運と商業で繁栄していた地区であ
る。そのことを学んだ生徒たちは、地域の再活性化をめざし、「総合的な学習の時間」「マイ・ド
リーム・プロジェクト」（以下、MDPと略す）のグループやチームを母体に、地域の団体や近隣
する高校等とも協同し、「むかし倉敷ふれあい祭り」を開催している。
MDPでは、「自分という存在を社会でどう生かすか、何年後かの（地域）社会を（地域）社会
の一員として支える存在であることを意識した活動、社会で必要とされる力を育成する活動と捉
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え、地域を対象とした課題解決型の活動を協同して行うこと」をねらいとしている。林野高校で
は、MDPのみならず、教科等を含む全ての学校教育活動のキーワードを「協同」としており、授
業でもグループによる問題解決型の協同学習を多く取り入れている。
筆者は2012年９月29日に開催された、第２回「むかし倉敷ふれあい祭り」に参加した。図②は
その祭りのポスターである。以下、祭りの様子を踏まえて考察を加えたい。
「むかし倉敷ふれあい祭り」は地域の商店街や空き地を使って開かれている。まる一日繰り広
げられた舞台上では、地域の方の舞踊やフラダンス（図③の写真を参照、最高齢の方は 80 歳で
あった）、近隣地区の方の踊りや林野高校生によるダンス、獅子舞（図④の写真を参照）も披露
された。獅子舞は、もともとMDPの「福祉」グループが、高齢者施設への慰問を行った際、お
年寄りとのコミュニケーションが上辺のものであるように感じ、その課題意識から生まれたもの
である。生徒たちはお年寄りとの共通の文化をもつ必要があるのではないかと考え、美作地区に
古くから伝わる伝統芸能の宮原獅子舞に挑戦することとなった。そして、地域の保存会の方の支
援を受け、稽古を積み、慰問の際はもちろん、祭りの舞台でも披露することになった。不登校気
味だった生徒が、３人で息を合わせる必要のある獅子舞の稽古のために、学校に出てくるように
なったと言うエピソードもある。その他、「食物」グループ	ⅳにより名産の黒豆を使ったつくねを
販売する屋台や、「国際」グループによるフェアトレードの店、「医療」グループによるプチ健康
診断のコーナーなどが並んだ。その一方で、小さな子どもを持つ住民の方にも祭りを存分に楽し
んでもらおうと、「教育」グループが子どもたちの一時預かりと自身の保育体験を兼ね合わせた遊
び体験コーナ （ー図⑤の写真を参照）も開設した。「地域で何かをやると、人が集まる。そうする
とそこにコミュニケーションが生まれる。そして、地域の方から『ありがとう』『楽しかった』と
声をかけてもらい、涙が出そうなほど嬉しかった。地域の発展の根っこには、こんなつながりが
一番必要なんだと思う。」という生徒の言葉にも表れるように、MDPの活動に際しての自発的な
問題解決と、「祭り」という行事をなすための様々な取り組みを通して、生徒たちは将来の自分を
見つめるとともに、自らが地域社会の一員として支える存在であることを自覚したのだろう。林
野高校の取り組みから、学校は社会の中にあると言うことを改めて認識させられるとともに、生
徒を市民として育てることの重要性が示唆された。
それでも、現実に過疎地域を活性化させると言うことは容易いことではない。その中で、「地
域に根差す高校」として踏ん張ろうと、中心となって取り組んできた生徒会長のＨ君は、この祭
りを「地域とこの高校を守りたい僕らの意地」だと表現した。生徒たちは、MDPの一環として始
まった祭りを、いつの間にか自分自身の思いや志による自発的な取り組みとして、考え、活動し
ていたのである。
2013年度より林野高校では、美作に流れる吉井川流域をフィールドとし、ESDの視点に立った
学習をMDPに導入、翌2014年度に開設する学校設定教科「みまさか学」との連携を図る予定で
ある。この教科は、「自ら住む地域の未来を予測し、課題を発見して解決に向かう態度と能力を向
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上させ、生徒の地域社会への参画意識を強め、持続可能な地域社会の形成者としての意欲を醸成
する」ことをねらいとしている。「総合的な学習の時間」が、地域での祭り開催と言う大きな行事
に発展し、また教科授業へと波及する。林野高校では、このようなサイクルが常に相乗的に展開
しているのである。
そのような大きな学びのフィールドを保障するのも管理職の大きな役目であろう。林野高校に
おいては、香山真一教頭先生（2012年度当時）のリーダーシップのもと、先生方や生徒たち、そ
して地域の方々の「協同」が展開していた。
林野高校では、これらのことが生徒間の信頼感	ⅴや学力向上	ⅵなど、数値による結果としても表
れている。生徒自身の志から生まれる活動や地域社会とのつながりは、生徒たちの自己肯定感や
学力等にも反映するのである。
図②　むかし倉敷ふれあい祭りのポスター 図③　地域の方によるフラダンス
図④　「福祉」グループによる獅子舞 図⑤　「教育」グループによる遊び
体験コーナー
これまで社会や学校や教師たちは、高校生を「子ども」扱いし過ぎてきたのではないだろうか。
地域の中で活動することを通して、高校生は「子ども」ではなく立派な「地域の担い手」、「市民」
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として育っている。「敢えて生徒を谷底に突き落とし」（香山前教頭の談より）、自ら進んで地域の
ために取り組むことを促す林野高校の教育は、これまでの高校教育に対して大きな一石を投じて
いるように思われる。
林野高校のように、地域の課題に向き合い、地域とつながった高校としては、島留学など島以
外からの生徒も積極的に受け入れながら学校も島も活性化させる取り組みを積極的に行う島根県
立隠岐島前高等学校や、学校設定教科「地域探求」を核に、地域おこしと学校の魅力化の相乗効
果を目指し、地域になくてはならない高校創りを目指している兵庫県立村岡高等学校などがあげ
られる。
（３）本章の小括
本章では、学校づくりや学校改革に取り組む高校の実践事例を通して、現場からの学校改革の
方向性を考察した。
これらの高校は総じて、生徒会活動や「総合的な学習の時間」などを通して、生徒の意志で地
域社会につながった活動を展開できる場をもち、生徒同士が協働して課題解決や制作に取り組ん
でいた。それらの活動を通して生徒たちは自然に、社会や人とつながることに肯定的になり、か
つ自己の生き方や社会の在り方を見つめるようになっていた。さらに、このことが、学校に登校
できること、信頼感の向上、学力向上などの結果をももたらしていると推察できる。前述したよ
うに筆者は、生徒たちにそのような学びのベースを育むことが知識基盤社会における学校にとっ
て非常に重要であると考えている。
次章では、本章で見た事例の土台となっていた、生徒会活動を含む「特別活動」や「総合的な
学習の時間」について確認し、これからの学校の方向性を論じたい。
３．「特別活動」及び「総合的な学習の時間」を土台とした学校教育への転換
前章でみた高校の取り組みの要は、学習指導要領に則れば、「生徒会活動」、「学校行事」、「ホー
ムルーム活動」総じて「特別活動」、及び「総合的な学習の時間」であると言える。そこで、本
章では改めて「特別活動」と「総合的な学習の時間」の目的や位置付けについて確認するととも
に、今後多くの高校において、現場からの学校改革が汎用的に展開される可能性について検討し
たい。
（１）「特別活動」（高等学校）の変遷と価値
まず、高等学校における「特別活動」（高等学校）の目的や変遷を確認する。
現行学習指導要領における高等学校「特別活動」の目標は、以下の通りである。
望ましい集団活動を通して，心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図り，集団や社会
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の一員としてよりよい生活や人間関係を築こうとする自主的，実践的な態度を育てるととも
に，人間としての在り方生き方についての自覚を深め，自己を生かす能力を養う。
このように、「特別活動」は常に「集団」を念頭に置いており、また「自主的、実践的な態度を
育てること」そして「人間としての在り方生き方」を自覚すると言う高い志を秘めたものである。
この「特別活動」のルーツは、明治期における学校行事等を総称した ｢課外活動｣が発端と言う
説も根強い。しかし、儀式などにおいては「集団」の意味が「臣民」として扱われており、大正
自由教育のもとでの全人格教育を念頭に行われた学芸会や演劇とは一線を画していると考えられ
る。一方、大正期に浸透したジョン=デューイの「なすことによって学ぶ」（Learning	by	Doing）
という体験と省察による学びの精神は、現在も「特別活動」の根底に強く継承されるものである
ことから、筆者は、「特別活動」のルーツは大正自由教育にあると位置付けている。
その後、大正自由教育の流れは戦前戦中の教育の中で一端ほぼ途切れたものの、戦後において
は、昭和23	年に発足した「自由研究」の中で復活したと言えるだろう。この「自由研究」は「社
会」「家庭」（小学校・高校のみ）と同様、新教科の一つとして発足したものである。しかし、昭
和26	年の教育課程に関する改訂によって、小学校では発展的解消として「教科以外の活動」とな
り、高校においては内容を整理の上、教科・科目とは別建ての「特別教育活動」として設置され
た。その後、昭和35	年には、学校における行事の教育的価値を重視すべきとの考えから「特別教
育活動」とは別に「学校行事等」の節が設けられ、それらの目標や内容が明確化された。しかし
昭和45	年の学習指導要領の改訂の際、再び「特別教育活動」と「学校行事等」は統合され、「各
教科以外の教育活動」とされた。昭和 53	年の学習指導要領の改訂において、小学校及び中学校
の「特別活動」との一貫性や関連性を重視する観点から、高等学校においても「特別活動」と改
称され、現在に至っている。平成元年の改訂では人間としての在り方生き方の指導を重視する観
点、そして平成21	年の改訂では目標として「よりよい人間関係」を築くことが新たに加えられた
ように、「特別活動」はその時代時代の社会の課題も内包しつつ名称や枠組み、目標を変化させて
きた。
さて、「特別活動」の戦後の歴史において最も重要なことは、その存在を常に学習指導要領の中
に位置付けてきたことであろう。以下に、主として小学校ではあるが、30年間にわたり、日米の
教育現場の調査・研究を行ってきた、アメリカ、ミルズ大学教授のキャサリン・ルイス氏の談を
もとに、その意義を確認したい。
ルイス氏は、文部科学省特別活動調査官の杉田洋氏との会談	ⅶにおいて、アメリカと日本の学
校の最も大きな違いを、「日本には人間関係や集団生活の大切さや喜びについて子どもたちにわ
かってもらうような教育活動の工夫がいろいろとある」ことだと指摘し、「特に、集団活動が学校
教育にうまく位置付けられるように考えられていて、しかもそれが非常に発達している」と述べ
ている。さらに、「アメリカとヨーロッパの学校教育についての基礎研究、または基礎理論を見る
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中で、理想的な学校とはどういうものかというと、結果として日本の小学校のようになります。
具体的には、人間関係や学校での子どもたちの生活を大事にして、ご褒美や罰ではなく内発的動
機付けを大事にする教育です。日本では、子どもたち自身が自ら生活や学びをつくり、よりよい
ものに発展させていこうとしています。そう言う意味で、特別活動が位置付けられている日本の
教育は理想的だと言えます。」と特別活動を高く評価した。氏は、アメリカでもそのような学校は
あるがそれほど多くはないが、このような学校の子どもは、プロソーシャル、つまり向社会的な
発達をしていくという。しかし効果があるにもかかわらず多くの学校が取り組まない原因は、そ
れにかかる時間の膨大さから、取り組むゆとりがないためと分析している。それでも、自身の息
子も日本の小学校に通わせる中で、遠足や学芸会こそが家庭ではできない、学校でなければでき
ないことであり、子どもたちも非常に楽しいことだったと述懐する。氏は、子どもたちが「楽し
い」という気持ちこそが、プロソーシャルへの第一歩だと主張するとともに、会談の最後に「今
こそ、特別活動が世界に必要です。」というメッセージを残している。
さて、ルイス氏の分析は小学校におけるものではあるが、「特別活動」によって子どもたちが人
とのかかわりを「楽しい」と思う感情を通して向社会的な発展を遂げて行くことは、高校におい
ても同様である。大通高校のＭ君の場合も、「特別活動」を通して意欲的に人とつながったことに
より、社会に参加することは有意義で楽しいと感じ、進路希望にもつながったのである。
かつて、アメリカから輸入されたと言われる「特別活動」の精神が、日本で継承されアメリカで
は継承されなかったということは皮肉なことでもあるが、ルイス氏の日本の教育への評価とエー
ルを日本人は真摯に受け止め、一層充実した実践を積んでいきたいものである。
そのためには、日本の教員自身が、学習指導要領の中に位置付く「特別活動」の意味と価値を
再認識することが必要であろう。小学校においても、現在、教員の多忙化、そして全国テストの
導入等から、「特別活動」が軽視されつつあると言われている。さらに、50 歳代の小学校教員の
比率の高さから、一般的に10年後の小学校教育に対する懸念は強いが、とりわけ、マニュアル化
されにくい「特別活動」や「道徳」等における継承の問題は深刻視されている。高校のみならず、
小学校・中学校においても、教員自身が「特別活動」の価値を再認識していくための取り組みが、
緊急に必要だと思われる。
（２）知識基盤社会に即した「総合的な学習の時間」
１）「総合的な学習の時間」のねらいと位置付け
「総合的な学習の時間」においても、まず、高等学校における現行学習指導要領をもとに、その
目標や意味を確認する。
目標は、以下の通りである。
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横断的・総合的な学習や探究的な学習を通して，自ら課題を見付け，自ら学び，自ら考え，
主体的に判断し，よりよく問題を解決する資質や能力を育成するとともに，学び方やものの
考え方を身に付け，問題の解決や探究活動に主体的，創造的，協同的に取り組む態度を育て，
自己の在り方生き方を考えることができるようにする。
このように、「総合的な学習の時間」においては、自ら課題発見、解決していく学び方と、自己
の在り方（在り方は高校のみ）生き方を考えることを非常に重視している。また、今回の改訂に
おいて、「探究」と「協同」がキーワードとして加わった。
前述したように、文部科学省は、平成11年の学習指導要領改訂により、「生きる力」の育成を明
示し、学力観の転換を明確なものとした。その「生きる力」を推進する手立てとして、横断的・
総合的な指導を一定のまとまった時間を設けて行うため「総合的な学習の時間」は同改訂時に創
設された。さらに、平成 21 年（小・中学校では 20 年）の改訂においては、総則から独立し、明
確に目標と標準単位数が示された。また、「変化の激しい社会に対応して、自ら課題を見付け、自
ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を解決する資質や能力を育てることなどをね
らいとすることから、思考力・判断力・表現力等が求められる「知識基盤社会」の時代において
ますます重要な役割を果たすものである。」（学習指導要領解説６頁）と示し、「総合的な学習の時
間」を、「知識基盤社会」に即した学びの象徴としても位置付けている。
２）「総合的な学習の時間」のもう一つのねらい
前述のように、「総合的な学習の時間」の位置付けの重要性は示されてはいるものの、「総合的
な学習の時間」に対する教員からの評価は芳しくない。とりわけ高等学校においては、主旨の異
なるもので代用されるなど、実質的には実施されていない場合も多くみられる。
その原因は、一方で、旧学力観から抜け出せない教員の学力観にあるだろう。またもう一方で、
学校や教員の違いによる差が大き過ぎることも批判の対象となってきた。実際、「総合的な学習
の時間」を担当する教員には高度な資質が必要とされる	ⅷ。さらに、授業外にも教員同士の打ち
合わせや学校外の施設や人との打ち合わせ、子どもたちへの十分な支援等が必要とされることか
ら、教員の時間的負担も大きい。「総合的な学習の時間」を遂行することは容易いことではないの
は確かである。ただ、「総合的な学習の時間」を中心的に行っている教員は一様に、生徒の探究を
自身もまた「面白い」と感じながら一緒に行っている。
「総合的な学習の時間」は、「各学校は、第１に示された総合的な学習の時間の目標を踏まえて、
各学校の総合的な学習の時間の目標や内容を適切に定めて、創意工夫を生かした特色ある教育活
動を展開する必要がある。」（同、12頁）と記されている。名称も含め、その目標や内容を各学校
で決定することが、各教科とは決定的に異なる「総合的な学習の時間」の特質である。従って、
各学校は、全ての教員が自ら学校を俯瞰的に見、その上で、目標や授業内容等を決定し授業を実
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施していく必要がある。そのことを通して、教員らの協同と探究による「授業の創造」という問
題解決が実施されるのである。つまり、「総合的な学習の時間」の授業を創る過程で、「横断」「探
究」「問題解決」「主体的」「創造的」「協同」などが教員によって体験されるのである。その経験
が教員自身の学力観の転換を促すことにつながるのである。「総合的な学習の時間」においては、
生徒同様教員も知の探究者であることに意味がある。つまり、「総合的な学習の時間」の目標は、
生徒に向けられると同時に教員にも向けられたものなのである。
このように、授業づくりの取り組みの中で、教員自身の学力観の転換が起こることが、「総合的
な学習の時間」のもう一つのねらいなのである。
（３）「特別活動」・「総合的な学習の時間」を土台とした学校づくりに向けて
学力観の転換が求められる今日、新しい学力観の象徴といえる「総合的な学習の時間」は、生
徒の新しい学力を育むだけでなく、教員の学力観の転換をも引き起こす。
一方、大正期から脈々と受け継がれてきている「特別活動」の精神、生徒たちが自らなすこと
による、社会に開かれた学びは、新学力観を育む上でも、知識基盤社会に即した市民の育成にお
いても、土台となる。まずはその価値を教員自身が再認識することが重要となるだろう。
「特別活動」と「総合的な学習の時間」は双方向に関連しながら、また教科にも波及しつつ生徒
の学びの充実を保障するのである。これまでの教科中心の学校という発想を転換させ、教員も生
徒も、「特別活動」や「総合的な学習の時間」が土台に位置付いた学校を創り上げて行こうと踏み
出さなければならないだろう。
４．おわりに　～これからの学校の展望～
本論では、課題の山積する知識基盤社会におけるこれからの学校の方向性について、新たな取
り組みを進める高校の事例に基づき考察した。それにより、学校が、社会にもつながった活動を、
生徒の意志で展開できる場となることが重要であると導き出された。そのことによって生徒は、
自己の生き方や社会の在り方を見つめ、さらには持続可能な社会を構成する市民としての自覚を
もち、社会に参加していくことが可能となる。そして、教員にとっても生徒にとっても、このよ
うな新しい学力観・学校観への転換を図るに当たり、「総合的な学習の時間」や生徒の自主的な活
動への取り組みである「特別活動」の価値を認識すること、それらを土台とした学校づくりが望
まれることを提案した。
デューイ研究家として著名な藤井千春氏は、公教育としての学校を、「学校は、将来、他者と力
を合わせて社会生活を形成することのできる人間を育成する役割を果たす機関である。学校教育
は、未来の社会に対して責任を有している。」（藤井、2010）と規定する。教員も生徒も、学校が
そのような人間育成の場としての使命を持っていることを自覚し、持続可能な社会の構築に向け
た学びの転換と学校づくりに向け、踏み出さなければならないだろう。
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【註】
ⅰ	「知識基盤社会」における「知識」の意味を、これまでの学力観に基づく「知識」と限定して捉えると、注入さ
れる知識が多いことが重要であるかのような誤読をしてしまう。文部科学省は、「知識基盤社会」を、「新しい知
識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す」
時代と規定している。「新しい知識」とは、ピーター・ドラッカーが『断絶の時代』の中で指摘してきたように、
社会全体において知識が基盤となった故、「仕事に使われて初めて意味を持つ知識」なのであり、社会で生きる
知識、日々創造され、更新される知識なのである。そのような「知識」を基盤とする社会を「知識基盤社会」と
いう。
ⅱ	他にも、大通高校と地域住民の協働によって生まれた SMAPPO（札幌市の中心街にあるスマートフォンの修理
やアクセサリーの専門店）という店がある。大通高校の現役高校生や卒業生が、社長や社員を務めている。
ⅲ	生徒主体の探究的な学び、新しい学力観に舵を切ることによって、大学進学実績も飛躍的に伸ばし「二兎追う」
ことにも成功した学校として著名である。前校長の荒瀬克己氏による著書『奇跡と呼ばれた学校』朝日新聞出版
（2007）も上梓されているほか、マスコミでも多く取り上げられてきた。
ⅳ	近隣の湯郷温泉の女将や板長たちとの協賛により、新メニューの開発も精力的に実施されている。
ⅴ	林野高校で実施したQU検査では、入学当初から祭り後の２年時12月にかけ、徐々に学級満足度、自己承認度、
が向上していると言う結果を得ている。
ⅵ	 ベネッセは、2012年度スタディサポートにおいて、林野高校が１年時の偏差値に比べ２年時のそれが、二極分化
にもならず全体で上昇した結果を受けて、「このような結果の影には、単なる補習・演習による学習指導だけで
はない、生徒たちの学習意欲を向上させるための方策があると推測できる」と分析している。
ⅶ	対談：日本型の教育としての特別活動の教育的意義、2013、初等教育資料４月号、No.898、54～59頁
ⅷ	平成 24 年８月に中央教育審議会から、「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」
の答申が示され、生徒の思考力・判断力・表現力等を育成する実践的指導力の資質向上のための方策が示され
た。
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